
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実績増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構（金属鉱業一般勘定）
http://www.jogmec.go.jp

　金属鉱業等において使用を終了した特定施設に係る鉱害防止工事資金の貸付、公害防止事業費事業者負担法（昭和45年法律第133号）に
基づく事業者負担金の負担者に対する鉱害負担金資金の貸付を行っている。

2年度財政投融資計画額 元年度末財政投融資残高見込み
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区　　　分 元年度 2年度 増　減 元年度 2年度 単純増減

1.国の支出（補助金等） 3          3          +0        
政
策
コ
ス
ト

単純比較
（調整前）

2                        2                        +0        

2.国の収入（国庫納付等）　※
1 △1       △1       +0        

経年比較
（調整後）

①分析始期の調整
（分析始期を2年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（元年度の前提金利で

再試算した結果）

実質増減
（②-①）

3.出資金等の機会費用分 0          0          +0        

2                        2                        +0        

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 2         2         +0        
【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・新規融資に伴う事務費の増によるコスト増　（+0億円）
  ○ 政策コストの減少要因
　　・なし

分析期間（年） 16年      16年      -          

区　　　分 元年度 2年度 増　減

 (A) 政策コスト 【再掲】 2          2          +0        

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

-          -          -          

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

2          2          +0        

国の支出（補助金等） 3          3          +0        
 (A)2年度政策コスト 【再掲】 2

国の収入

（国庫納付等）　※1 △1       △1       +0        　　① 繰上償還 -

剰余金等の機会費用分 0          0          +0        　　② 貸倒 -

出資金等の機会費用分 -          -          -          　　③ その他（利ざや等） 2

 (A) 政策コスト
【再掲】

マイナス金利政策

導入前ケース　※2 増減額 １．国の支出
（補助金等）

２．国の収入

（国庫納付等）　※1
３．出資金等の

機会費用

※
2
　前提金利（割引率及び将来金利）をマイナス金利政策導入前（平成28年1月28日）における国債流通利回りを基に算出した場合。

2                        2                        △0                     △0                     +0                       +0                       

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※1　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

http://www.jogmec.go.jp/


４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

①    出融資等実績 （単位：億円）

・鉱害防止融資事業

　　坑廃水処理の例

・既往の貸付金残高28億円（令和元年度末予定額）に加え、令和2年度の事業計画（5億円）に基づき貸付を実行した場合について試
算している。
・分析期間は、既往の貸付金に加え令和2年度の事業計画に基づく貸付金が全て回収されるまでの16年間(令和元年度も16年間)と
なっている。
・機構の貸付金については令和2年度の貸付金5億円を15年で回収することとしている。貸倒については、貸付に当たり十分な担保また
は親会社保証を徴求しているとともに、財務評価は半期毎に、担保評価は半期毎または1年毎に実施し、不足が見込まれるものについ
ては、流動性の高い有価証券等の追加担保を徴するなど、十分な債権保全に努めていることから見込んでいない。平成30年度末にお
ける、破産更生債権等の残高はない。貸倒引当金は、担保等により回収が見込まれるので計上していない。なお、独立行政法人化以
前の貸倒引当率は15/1000で推移していた。
・繰上償還については、過去において2件発生しているのみであるため、分析上平成28年度以降は見込んでいない。

以上のような考え方の下に、設定された前提条件に従って、当該事業の遂行に必要な補助金等を試算した。

（実績） （見込み） （計画） （試算前提）

元 2 令和3年度～令和17年度

繰上償還率 0.97% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 同左

年　　度 27 28 29 30

0.00% 0.00% 同左

①事業に補助金等が投入される理由、ルール、根拠法令
　 鉱害防止融資事業を実施するため、業務経費(融資事業に係る人件費、事務費)が必要となるが、当該経費の財源に充てるため、他
の業務に必要な経費と共に一般会計から運営費交付金を受け入れている。運営費交付金は、中期計画に定める運営費交付金算定
ルールに基づき、各年度において必要な金額が運営費交付金として交付されている。
 　運営費交付金については、独立行政法人通則法第46条(財源措置)において定められている。
　　(独立行政法人通則法)
 　第四十六条　政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部
に相当する金額を交付することができる。

②国庫納付根拠法令
　 国庫納付については、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法第13条第2項において定められている。
　　（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法）
　 第十三条　機構は、第十二条第一号から第三号までに掲げる業務に係るそれぞれの勘定において、通則法第二十九条第二項第一
号に規定する中期目標の期間（以下「中期目標の期間」という。）の最後の事業年度に係る通則法第四十四条第一項 又は第二項 の
規定による整理を行った後、同条第一項 の規定による積立金があるときは、その額に相当する金額のうち経済産業大臣の承認を受け
た金額を、当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に係る通則法第三十条第一項 の認可を受けた中期計画（同項 後段の規定
による変更の認可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるところにより、当該次の中期目標の期間における第十一条に規定する
業務の財源に充てることができる。
   2 　機構は、第一項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受けた金額を控除してなお残余があるとき
は、その残余の額を国庫に納付しなければならない。

①　政策コストの分析にあたっては、金属鉱業一般勘定のうち財政投融資対象事業に係るコストのみを分析の対象としている。
②　「特殊法人等整理合理化計画」並びに「石油公団法及び金属鉱業事業団法の廃止等に関する法律」及び「独立行政法人石油天
然ガス・金属鉱物資源機構法」により、石油公団と金属鉱業事業団が統合し、平成16年2月29日に新たに設立された独立行政法人石
油天然ガス・金属鉱物資源機構が金属鉱業事業団の業務を承継しており、本分析対象である鉱害防止融資事業の政策コスト分析を
行っている。

貸倒償却率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

30年度までの
貸付累計額

30年度末
貸付残高

2年度
貸付計画額

 鉱害防止融資 348 20 5

 鉱害負担金融資 183 6 0

計 531 26 5

　鉱害防止融資は、昭和48年度から平成30年度までの間に192事業場に、鉱害負担金融資は、昭和50年度から平成30年度までの間
に26地域の事業に融資を行い鉱害防止の着実な実施を支援している。

② 社会・経済的便益
　鉱害防止事業は、重金属等を含む坑廃水の流出を防止すること、又は坑廃水処理を行うことにより、鉱害の発生を防止することを目
的としている。この鉱害を防止するため、環境基本法に基づき公共用水域の水質についての環境基準を、また、水質汚濁防止法に基
づき排出水の水質についての排水基準を設定し、鉱害防止事業を実施し坑廃水を基準に適合した状態に処理した後（下記例）放流す
ることにより、国民の健康の保護、生活環境の保全に寄与している。

重金属の区分 処理後水 排水基準

pH 7.1 5.8～8.6

銅 0.1mg/l以下 1.3mg/l以下

鉛 0.01mg/l以下 0.1mg/l以下

カドミウム 0.003mg/l以下 0.1mg/l以下



【政策コストの推移】

（単位：億円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

5 5 4 5 5 5 5 5 2 2

5 5 5 5 6 5 5 5 3 3

△1 △1 △1 △1 △1 △1 △1 △1 △1 △1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度
政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・政策コストの発生要因は主に「国からの補助金等」に計上されている業務経費（融資事業に係る人件費、事務費）で

ある。平成23年度から平成30年度までの政策コストは4億円から5億円で推移している。令和元年度からは、想定従事

人員減に伴う人件費減により2億円で推移している。

【政策コスト分析結果（令和2年度）に対する財投機関の自己評価】

・本年度の政策コスト分析については、設定された前提条件に従って鉱害防止融資事業に関する長期キャッシュフロ

ー等を推計し、政策コストを算出した。

・鉱害防止融資は、国民の健康の保護、生活環境の保全等を目的としたものであり、融資にあたり十分な担保を徴す

ること等としており、分析結果も含めて償還確実性に問題はなく、財務の健全性は確保されていると評価する。

・感応度分析（マイナス金利政策導入前ケース）について、政策コストへの影響は軽微であると評価する。

△2

△1

-

1

2

3

4

5
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（単位：億円）

≪（独）石油天然ガス・金属鉱物資源構≫

（金属鉱業一般勘定） 出資金等の機会費用
国の収入（国庫納付等）
国の支出（補助金等）
政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表（金属鉱業一般勘定） (単位：百万円)
30年度末実績 元年度末見込 ２年度末計画 30年度末実績 元年度末見込 ２年度末計画

（資産の部） （負債及び純資産の部）

流動資産 23,906             13,426             13,962             25,389             33,652             53,291             

現金及び預金 2,008              4,958              5,501              運営費交付金債務 448                 -                    -                    

有価証券 11,800             8,000              8,000              1年内返済長期借入金 13,612             33,188             53,163             

売掛金 440                 -                    -                    買掛金 582                 -                    -                    

たな卸資産 8,906              -                    -                    未払金 1,528              -                    -                    

仮払金 2                    - - 未払費用 1                    12                  21                  

前払費用 0                    -                    - 未払消費税等 158                 348                 0                    

未収収益 1                    1                    1                    前受金 9,059              - -

賞与引当金見返 -                    105                 107                 預り金 1                    - 0                    

短期貸付金 359                 362                 354                 引当金

未収入金 389                 -                    -                    　賞与引当金 -                    105                 107                 

固定資産 51,529             92,497             111,205           固定負債 2,600              4,002              4,048              

有形固定資産 10,519             9,110              7,724              資産見返負債 342                 257                 184                 

建物 359                 323                 286                 長期借入金 2,258              2,504              2,674              

構築物 16                  12                  8                    引当金

機械装置 86                  60                  34                  　退職給付引当金 - 1,241              1,190              

船舶 9,932              8,638              7,344              　（負　債　合　計） 27,989             37,655             57,339             

 車両運搬具 4                    3                    2                    資本金

 工具器具備品 121                 74                  50                  政府出資金 30,916             51,816             51,816             

無形固定資産 78                  77                  75                  資本剰余金 9,934              8,609              7,294              

投資その他の資産 40,932             83,311             103,406           資本剰余金 27,386             27,386             27,386             

 関係会社株式 38,700             79,600             99,600             △ 17,451        △ 18,777        △ 20,091        

 長期貸付金 2,226              2,464              2,610              利益剰余金 6,595              7,844              8,718              

 退職給付引当金見返 -                    1,241              1,190              前中期目標期間繰越積立金 5,375              5,375              5,375              

敷金・保証金 6                    6                    6                    積立金 - 1,221              2,470              

当期未処分利益 1,221              1,249              873                 

(1,221) (1,249) (873)

　　（純 資 産 合 計） 47,446             68,269             67,828             

75,435             105,924           125,167           75,435             105,924           125,167           

（注） １．貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

２．四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書（金属鉱業一般勘定） (単位：百万円)

30年度実績 元年度見込 ２年度計画 30年度実績 元年度見込 ２年度計画

（損失の部） （利益の部）

7,771              25,897             4,883              8,992              27,146             5,757              

2,829              3,983              3,587              3,074              3,808              3,418              

3,357              21,237             609                 476                 1,243              1,022              

467                 647                 533                 280                 404                 380                 

財務費用 17                  27                  155                 3,357              21,237             609                 

雑損 1,100              2                    -                    -                    105                 107                 

臨時損失 547                 1,275              -                    -                    220                 141                 

固定資産除却損 2                    0                    -                    0                    0                    0                    

545                 -                    -                    100                 94                  74                  

-                    102                 -                    雑益 1,705              35                  6                    

-                    1,173              -                    臨時利益 2                    1,275              -                    

1,221              1,249              873                 2                    0                    -                    

-                    102                 -                    

-                    1,173              -                    

545                 - -

9,538              28,421             5,757              9,538              28,421             5,757              

（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

科目 科目

流動負債

その他行政コスト累計額

 　　（うち当期総利益）

資産合計 負債・純資産合計

科目 科目

経常費用 経常収益

業務経費 運営費交付金収益

受託経費 業務収入

一般管理費 補助金等収益

受託収入

 賞与引当金見返に係る収益

退職給付引当金見返に係る収益

財務収益

納付金 資産見返運営費交付金戻入

退職給付引当金見返に係る収益

　合　　　　　計　 合　　　　　計　

 前中期目標期間繰越積立金取崩額

会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入

会計基準改訂に伴う退職給付費用

当期総利益 資産見返運営費交付金戻入

賞与引当金見返に係る収益


